
概

より、他資料の決算額

施

と差異が生じている場

策

合もあります。

名 土地利用 基本目標 快適

No. 事務事業名 活

で

動内容 コスト（事業費

暮

：千円）

地籍調査事業

ら

令和　４年度 令和　５

し

年度 令和　５年度 令和

や

　６年度 令和　４年度

す

令和　５年度 令和　５

い

年度 令和　６年度
活動

ま

指標名 単位
実績 計画 実

ち

績 計画 決算 当初予算 決

要

算 当初予算
全体事業概

施

要
①

実施済換算面積（

策

箱根山 ｋ㎡ 0.85 0

の

.51 0.51 0.3

目

8
国土調査法に基づき

的

、毎筆の土地について

自

、その所有 地区）
者、

然

地番及び地目の調査並

環

びに境界及び地積に関

境

する 6,080 22,

と

201 35,714 1

都

4,294
測量を行い

市

、その結果を地図及び

的

簿冊に作成する。そ
②

環

実施済換算面積（大場

境

地 ｋ㎡ 0.022 0.

と

04 0.005 0
の成

の

果を登記所に送付する

調

ことにより、登記簿及

和

び地 区）
図が更新され

を

る。 令和　７年度の優

図

先度

③
実施済換算面積

り

（川原ケ ｋ㎡ ― 0.0

、

08 0.006 ―
2 谷

秩

地区） 　□ Ａ　　　

序

 □ Ｂ　　　 □ 

あ

Ｃ　　　 □ Ｄ　

箱

る

根山地区、大場地区、

計

川原ケ谷（緑ヶ丘）地

画

区ともに、計画に基づ

的

き実施した。
■ 計画

な

どおり   
令和　５

土

年度 箱根山地区の前年

地

度繰越分について、令

利

和５年８月に完了した

用

。
□ 遅延     

に

    
の評価  

□ 

よ

進展なし     

■

る

 維持　□ 拡大 箱根

ま

山地区は計画に基づき

ち

実施する。
事業区分 □

づ

 自治事務   □ 

く

法定受託   □ そ

り

の他
今後の方向性 □ 

を

縮小　□ 改善 大場地

推

区は新規工区の設定に

進

向けて情報収集を行う

す

。
（改善措置等）□ 

る

休止　□ 終了
計画対

こ

象 ■ 実施計画査定対

と

象  □ 行政改革対

。

象 
□ 廃止　　　　

施

 

策の方向 適正な土地利用への誘導

測量標整備事業は、３級基準点の設置を実施しなかった。
■ 計画どおり   

令和　５年度 地籍調査事業は、箱根山地区、大場地区、川原ケ谷（緑ヶ丘）地区とともに、事業計画通り実施した。
□ 遅延         

の評価
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 測量標整備事業については、公共基準点の配点密度が低い地区に３級基準点の設置を行う。

今後の方向性 □ 拡大　　　　 地籍調査事業は、箱根山地区を事業計画通りに実施する。大場地区は新規工区の設定に向けて情報収集を行なう。

（改善措置等） □ 縮小　　　　 

□ 改善　　　　 

1 頁

令

No. 事務事業名 活

和

動内容 コスト（事業費

 

：千円）

測量標整備事

5

業 令和　４年度 令和　

年

５年度 令和　５年度 令

度

和　６年度 令和　４年

　

度 令和　５年度 令和　

　

５年度 令和　６年度
活

事

動指標名 単位
実績 計画

務

実績 計画 決算 当初予算

事

決算 当初予算
全体事業

業

概要
①

3級基準点設置

評

点数 点 ― ― ― 0
市内全

価

域に1～2級基準点を

表

整備し、測量の骨組み

（

を構
築した。さらに地

個

籍調査実施区域を中心

票

に3級基準点 1 11 1

）

11
を約200ｍの間

課

隔で配点整備する。
②

名

令和　７年度の優先度

都

③1 　□ Ａ　　　 

市

□ Ｂ　　　 □ Ｃ

基

　　　 □ Ｄ　

令和

盤

５年度は３級基準点の

部

設置を実施しなかった

都

。
■ 計画どおり  

市

 
令和　５年度

□ 遅

整

延         

備

の評価
□ 進展なし 

課

    

■ 維持　□

作

 拡大 公共基準点の配

成

点密度が低い徳倉地区

日

に３級基準点の設置を

令

行う。
事業区分 □ 自

和

治事務   □ 法定

　

受託   □ その他

６

今後の方向性 □ 縮小

年

　□ 改善
（改善措置

　

等）□ 休止　□ 終

８

了
計画対象 □ 実施計

月

画査定対象  □ 行

　

政改革対象 
□ 廃止

１

　　　　 

※決算額に

日

ついては、端数処理に


